
2019年6月14日

（単位 円）

科 目 金 額 金 額

(資産の部)

流動資産 252,343,282 44,739,906

現金預金 249,965,291 9,911,196

未収入金 41,467 2,311,600

前払費用 2,336,524 11,375,200

3,263,926

15,889,600

1,988,384

固定資産 41,905,327 19,525,295

有形固定資産 1,511,396 16,035,295

建物 219,157 3,490,000

建物附属設備 469,314

器具･備品 822,925

無形固定資産 9,095,068

ｿﾌﾄｳｪｱ 8,588,668 64,265,201

電話加入権 506,400

投資その他の資産 31,298,863 229,983,408

敷金･保証金 19,086,742 10,000,000

繰延税金資産 12,212,121 219,983,408

2,500,000

217,483,408

60,000,000

157,483,408

(10,168,040)

229,983,408

資産合計 294,248,609 負債及び純資産合計 294,248,609

第39期 決算公告

（2019年3月31日現在）貸 借 対 照 表

香川県高松市亀井町７番地１５
百十四ビジネスサービス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 入 江 澄

賞与引当金

その他流動負債

(負債の部)

流動負債

未払費用

未払法人税等

未払消費税

預り金

固定負債

退職給付引当金

株主資本

資本金

役員退職慰労引当金

純資産合計

繰越利益剰余金

(当期純利益)

科 目

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金

負債合計

(純資産の部)



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

有形固定資産の減価償却は定率法により償却する。ただし有形固定資産のうち建物、

建物附属設備、構築物については定額法により償却する。一括償却資産は３年均等

償却する。

②無形固定資産

無形固定資産の減価償却は定額法により償却する。（自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却する。）

（２）引当金の計上基準

①賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に対応する金額

を計上する。

②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき必要額を計上する。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等の基準に関する内規に基づく

期末要支給額を計上する。

（３）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

（４）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。


